
平成２５年度 №

分類 提案地区 担当課 関連部局

企画課 保健介護課・福祉課

産業振興課

Ⅰ 【判定欄】

判　定

□法規制 ○

□財政 △

□実施主体 △

□住民合意 ○ ○

□その他 △

　 ―

―

Ⅱ 【判定欄】

　 項目番号 判　定

○ ２　効果が高い

　 ３　効果が認められる

４　ほとんど効果が認められない

５　効果がない

Ⅲ 総合評価
事業区分

　１　地区重点事業 総合Ａ・・・
有効性・実現性ともに優れて
いる事業（いずれも１又は２）

　２　緊急主要事業 総合Ｂ・・・
有効性・実現性のいずれかが
優れている事業　（いずれか
が１又は２）

　３　他事業関連事業 総合Ｃ・・・
実現性・有効性ともに低い事
業（上記以外）

振興基本計画　地区提案事業検討シート

№ 提案事業 事業内容

145 企業誘致・雇用 日間賀島 若者の雇用創出
介護福祉施設や保育所など、若者のための新たな雇用の場の整備
　・介護福祉施設として老人ﾎｰﾑ等の設置
　・保育施設として、託児所等の設置による雇用の創出

実
現
可
能
性

設置する施設により許認可の手続きが必要となる。施設の建設は設置箇所により用途
規制がある。（自然公園法等）

許認可の基準、用途規制に従い立地を検討する。

公共施設として設置する場合、財政的負担が大きい。

地域への説明を通して、地域との連携も視野に入れた理解と協力を得る必要がある。
介護や保育に関するサービス提供については、地元の合意は可
能と思われる。

３　条件次第で実現可能

実現性の検討 ○：解決可能　×：解決不可能　△：判断できない　を記入してください。

課　　　　　題 理由又は対応策 実現性判定

民間施設の誘致など財政的負担の少ない方法を検討する必要が
ある。

１　実現可能

民間事業者による施設の設置も考えられる。採算に見合う利用者が見込めるかが課
題。

都市部の高齢者など利用者の開拓が必要になる。アピールでき
る立地の優位性を示せるか検討が必要。

２　実現の可能性が高い

関連する施策又は生活課題 対　　　　策 有効性判定

他の地場産業振興施策とあわせて考えていく必要がある。
事業内容については、利用者ニーズを十分把握する必要があ
る。

４　実現に相当の困難を伴う

５　実現不可能

有効性の検討 ○：有効性が高い　×：効果がない、又はきわめて低い　△：判断できない　を記入してください。

１　きわめて効果が高い

□生活効果 生活３　 地域の特色ある産業に活気がある。 ○
地域の産業や地区住民との連携を図り、新たなニーズの創出を
図る必要がある。

□事業効果 総計４３２－①　 地域の特色を生かした新しい産業の定着を図る。 ○
用途や立地条件と利用者のニーズを考え合わせて検討する必要
がある。

総
合

評価・判断に係るコメント  （緊急性、関連性について、特に考慮すべき点など） 総合評価

民間施設として運用する場合は、顧客ニーズと採算性が課題となる。また、公的施設とする場合は、財政的負担や効率性を考慮する必要がある
が、従来の地場産業や観光業に加えて福祉サービス部門の事業で雇用を創出していくことは、今後の取組みの視点として検討すべきである。 Ｂ

有
効
性


